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Ⅲ 都内における自動車利用抑制策 
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Ⅲでは、各地域の交通特性を踏まえた対策の方向性に沿った、都内における自

動車利用抑制策の対策メニュー例や国内外の対策事例を紹介します。 

 

Ⅲ―１ 都内各地域における対策の方向性 

（１） 区部（都心）における対策の方向性 

（２） 区部（城東・臨海）における対策の方向性 

（３） 区部郊外（城南・城西・城北）における対策の方向性 

（４） 多摩部（北多摩（南部））における対策の方向性 

（５） 多摩部（北多摩（北部））における対策の方向性 

（６） 多摩部（南多摩）における対策の方向性 

（７） 多摩部（西多摩）における対策の方向性 

 

 

Ⅲ―２ 自動車利用抑制対策 

（１） 
自動車利用抑制対策① 

【鉄道・バス利用への転換促進】 

（２） 
自動車利用抑制対策② 

【自転車利用への転換促進】 

（３） 
自動車利用抑制対策③ 

【自動車利用の短距離化・相乗り化 

（４） 
自動車利用抑制対策④ 

【地域全体の自動車利用抑制策】 
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Ⅲ―１ 都内各地域における対策の方向性 

自動車利用抑制策には以下の通り各種の対策がありますが、本手引きでは

「区市町村との連携による環境政策加速化事業」※１補助メニュー（5）自動車

利用の抑制推進事業において対象としている、「他の移動手段への転換」、「自

動車走行距離の削減」と「地域全体で自動車利用の見直しを図る取組み」を取

り扱います。 

 

対  策  例 概 要 

車両の脱炭素化 補助制度や税優遇等による環境負荷

の少ないＺＥＶ※２車両等への誘導 

リモートワークや WEB 会議 

EC 利用 

移動を伴わないリモートワークや

WEB 会議、EC 利用などへの変更 

規制や課金による抑制 交通規制や、通行料、燃料代、駐車

場料金等、走行への課金で抑制 

他の移動手段への転換 徒歩、自転車、バス、鉄道などへの

移動の転換 

自動車走行距離の削減 相乗りや目的地の変更などによる走

行距離の削減 

地域全体で自動車利用の見直しを

図る取組み 

日ごろからの過度の自動車利用を行

わない理解や認知の浸透 

※１ 「区市町村との連携による環境政策加速化事業」とは東京都環境局が実施する、都内の区市町村が

実施する東京の広域的環境課題の解決に資する取組みに対して、必要な財政的支援を実施する事業 

※２ ZEV とは、走行時に CO2 を排出しない電気自動車 （EV）・プラグインハイブリッド自動車

（PHV）・燃料電池自動車（FCV）のこと。（PHV は EV モードによる走行時） 

 

 

 

 

  

本書 

対象 
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各地域において想定される共通の「車利用の課題例」を解決するために、

Ⅰ・Ⅱで整理した「交通インフラの特徴」、「交通需要」における自動車利用や

公共交通機関の需要特性のパターンから、「対策の方向性」を導き出します。 

 同地域内の他自治体と比較して、交通インフラの指標値が上回る項目や、交

通需要の指標値が低い項目も踏まえながら、条件に合った対策を検討します。 

（１） 区部（都心）における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 自動車分担率は低く（概ね６以上）、地域外からの利用が
大半を占めている。 

• 平日の日中を中心に定常的に混雑している。 

交通インフラ 
• 鉄道駅密度（概ね 6 以上）、バス停密度（概ね５以上）も

充実している。 
• シェアサイクルポートはほぼ面的に展開（概ね６以上） 

交通需要 

• 代表交通手段は鉄道が主体（6 以上） 
• 駅端末交通手段は徒歩が主体（５以上） 
• バス分担率（代表・端末）が低い（概ね 3 以下） 
• 自転車分担率（代表・端末）が低い（概ね２以下） 

対策の方向性 

• バス停密度が充実しているが、バス分担率が低いことか
ら、対策「①鉄道・バス利用への転換促進」が有効です。 

• シェアサイクルポートが充実しているが、自転車分担率が
低いことから更なる取組みは「②自転車利用への転換促
進」が有効です。 

• 交通インフラが整っているため、地域外からの来る車利用
者への波及も期待し、「④地域全体の自動車利用抑制」の

取組みにより更なる転換促進も望まれます。 

 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔区部（都心）における指標値の状況〕（再掲） 
徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

中央区 5 6 5 7 7 4 6 2 3 6 1 7 1 1 2 5

港区 4 5 6 7 7 3 6 3 2 3 1 7 1 1 1 6

千代田区 7 7 7 7 7 3 5 1 1 4 2 7 2 1 1 7

新宿区 6 7 6 7 7 3 5 3 2 3 1 7 3 1 1 6

渋谷区 7 6 7 6 7 3 7 4 3 3 1 6 4 2 1 6

台東区 4 6 6 7 6 4 7 3 2 5 2 7 3 3 1 6

豊島区 2 7 7 7 6 4 4 2 2 5 3 4 1 2 1 6

文京区 7 7 7 6 6 6 6 4 1 3 1 6 1 2 1 7

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標
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（２） 区部（城東・臨海）における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 自動車分担率はやや低め（概ね４～６） 

• 地域内外の車利用が一定程度ある。 

• 環状方向や東西移動で混雑 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度（３～７）、バス停密度（３～５）はやや偏在 

• 駐輪場は人口に対してやや不十分（２～４） 

• シェアサイクルポート密度はやや偏在（３～６） 

• 地形は平坦（６以上） 

交通需要 

• 代表バス分担率は高い地域と低い地域に分かれている。 

• 代表自転車分担率が高め（概ね 5 以上） 

• 駅端末交通手段は徒歩の地域と自転車の地域に分かれてい

る。 

• 駅端末バス分担率は中位（３～４） 

対策の方向性 

• 代表バス分担率は高いが、駅端末バス分担率が中位である

ため、更なる車からの転換としてサイクル＆バスライドな

どの対策も考えられます。 

• 区部では公共交通の利便性はやや低いですが、平坦な地形

で自転車分担率が高いため、駐輪場、シェアサイクルポー

トの充実等の「②自転車利用への転換促進」が期待されま

す。 

• 区部の中では代表自動車分担率が高めであるため、「④地

域全体の自動車利用抑制」も取組みとして望まれます。 

 

  〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔区部（城東・臨海）における指標値の状況〕（再掲） 
徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

荒川区 7 5 7 7 5 7 4 2 3 6 2 6 2 5 3 5

江東区 4 5 5 4 5 5 3 7 3 6 2 5 2 3 2 5

墨田区 7 5 6 5 4 6 5 6 3 7 2 6 2 5 2 5

足立区 2 4 6 4 3 7 5 5 3 7 2 4 3 7 4 4

葛飾区 6 5 6 3 3 7 5 3 4 7 3 3 5 7 5 3

江戸川区 4 4 6 3 2 7 3 6 4 7 4 4 4 7 5 3

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標
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（３） 区部郊外（城南・城西・城北）における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 自動車分担率は低め（概ね５～７） 

• 地域内でも一定程度の車利用がある。 

• 朝夕の幹線道を中心に混雑 

• 休日は商業施設を中心に混雑 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度（３～６）、バス停密度（２～５）はやや偏在 

• 駐輪場は人口に対して不十分（１～３） 

• シェアサイクルポート密度はやや偏在（２～６） 

• 平均勾配は中位以上（概ね 4 以上） 

交通需要 
• 代表手段はバスが高めの地域と自転車が高めの地域がある 

• 駅端末交通手段は徒歩が中心で、バスと自転車は低め 

対策の方向性 

• 区部の中で駅はやや偏在していますが、代表バス分担率が

高めであるため、バス交通網の更なる周知やオンデマンド

バスの導入など「①鉄道・バス利用への転換促進」が望ま

れます。 

• 平均勾配５の区では駐輪場、シェアサイクルポートの充実

や利用促進など「②自転車利用への転換促進」も有効で

す。 

• バス停密度が５を下回る区では、サイクル＆バスライドな

どバス停端末の対策を行うことで、より車からの転換を図

れる余地があります。 

• 「④地域全体の自動車利用抑制」も他の交通手段への転換

機運を高める取組みとして有効です。 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔区部郊外（城南・城西・城北）における指標値の状況〕（再掲） 
徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

品川区 2 6 6 6 6 4 3 3 2 4 1 5 2 2 1 6

中野区 4 7 7 4 5 6 5 6 3 5 2 5 3 4 2 6

目黒区 6 5 7 4 5 5 3 6 2 3 1 5 2 3 2 6

北区 3 5 5 5 4 4 3 5 4 5 3 2 4 4 3 4

杉並区 4 5 7 4 4 7 5 5 3 5 3 4 6 5 3 4

大田区 2 5 5 4 4 5 2 4 3 5 2 4 4 5 3 5

世田谷区 4 5 6 4 4 5 4 4 3 5 1 4 3 4 3 5

板橋区 4 5 6 4 3 7 3 4 3 4 2 6 4 5 3 5

練馬区 6 5 6 3 3 7 4 4 3 5 3 5 5 7 4 4

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標
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（４） 多摩部（北多摩（南部））における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 代表交通手段の車依存度は中位（２～５） 

• 休日の商業施設周辺混雑 

• 朝夕の駅周辺、幹線道路混雑 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度は中位（３～４） 

• バス停密度は高め（５以上） 

• 地形は一部の地域を除き平坦（概ね５以上） 

• 駐輪場は一部の地域を除きやや充足（１～７） 

• シェアサイクルポート密度はやや低め（１～５） 

交通需要 

• 代表交通手段は、自転車が高め（４～７） 

• バス利用（代表・端末）は、高めの地域と低めの地域があ

る。 

• 駅端末交通手段はバスが高めで自転車・徒歩は中位 

対策の方向性 

• 代表交通手段の車依存度が高めであるが、バス停密度も高

めで、平均勾配も低めであるため、週末を中心とした商業

施設への集中の分散対策として「①鉄道・バス利用への転

換促進」や「②自転車利用の転換促進」が有効です。 

• 週末を中心に車利用が増える部分もあり、「④地域全体の

自動車利用抑制」の取組みも重要です。 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔多摩部（北多摩（南部））における指標値の状況〕（再掲） 

＊データがないため１とした 

 

徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

武蔵野市 4 5 6 3 3 2 7 7 7 6 1 3 5 5 4 3

三鷹市 1 4 5 3 3 1 7 7 7 5 3 2 6 7 4 3

小金井市 3 5 5 3 3 2 7 5 6 5 1 2 4 6 5 3

国分寺市 2 5 5 3 3 3 6 3 5 5 7 4 4 5 4 3

国立市 2 4 5 3 3 3 5 5 5 5 6 5 3 7 4 3

立川市 3 3 5 4 3 4 5 5 4 5 5 2 2 4 3 3

調布市 4 5 5 3 3 2 6 5 4 5 5 5 5 5 4 3

府中市 1 4 6 4 3 3 5 3 3 5 4 4 4 6 4 4

狛江市 7 4 7 3 3 1 5 6 3 5 4 4 6 6 4 4

小平市 4 4 4 3 2 2 6 3 4 6 4 2 5 7 5 3

昭島市 7 2 3 3 2 6 5 1 3 4 5 1 5 7 5 3

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標

＊
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（５） 多摩部（北多摩（北部））における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 代表交通手段の車依存度は高め（概ね 3 以下） 

• 駅端末交通手段でも利用されている地域がある。 

• 休日の商業施設周辺混雑、朝夕の駅周辺、幹線道路混雑 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度は低め（概ね 3 以下） 

• バス停密度は中位（２～５） 

• 地形は一部勾配のある地域がある。（３～６） 

• 駐輪場は一部の地域を除き中位（１～５） 

• シェアサイクルポート密度は低い。（2 以下） 

交通需要 

• 代表交通手段は、自転車が高い。（5 以上） 

• バス利用は、高めの地域と低めの地域がある。 

• 駅端末交通手段は自転車が高めで、次いでバスが高い。 

対策の方向性 

• バス停密度が中位以上の地域では、バスの利用促進キャン

ペーン等「①鉄道・バス利用への転換促進」が有効です。 

• 場所によっては平坦な地域もあり、駅や商業施設への駐輪

場の充実やシェアサイクルポートの密度増などと併せて

「②自転車利用の促進」が候補となります。 

• 公共交通機関が限られる地域では、地域内の通勤、駅や習

い事送迎等の短距離での車利用も発生しやすいため、「③

自動車利用の短距離化・相乗り化」が望まれます。 

• 自動車代表手段分担率が高いことから「④地域全体の自動

車利用抑制」の取組みを子供から大人まで、幅広い世代を

対象に浸透させることが望まれます。 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔多摩部（北多摩（北部））における指標値の状況〕（再掲） 

＊データがないため１とした 

 

徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

清瀬市 2 3 4 2 3 1 4 7 6 5 4 1 2 5 5 3

西東京市 4 5 5 3 3 1 5 6 5 6 4 1 6 6 6 3

東久留米市 2 3 3 2 2 1 2 5 6 5 2 1 3 7 6 3

東大和市 1 2 3 3 2 5 4 3 4 3 5 1 3 5 7 3

東村山市 1 3 4 4 2 2 3 2 3 4 4 1 6 7 7 3

武蔵村山市 1 1 1 1 1 1 3 3 1 3 1 2 5 6 1 1

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標

＊＊ ＊ ＊ ＊
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（６） 多摩部（南多摩）における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 代表・駅端末ともに車依存度は高め（3 以下） 

• 平日休日ともに幹線道が混雑 

• 休日の移動主体は車 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度はやや低め（全市 3） 

• バス停密度は高い地域と低い地域がある。 

• 地形は一部勾配のある地域がある。（３～６） 

• シェアサイクルポート密度は低い。（2 以下） 

交通需要 

• 代表交通手段は、自転車が高い。（5 以上） 

• バス利用は、高めの地域と低めの地域がある。 

• 駅端末交通手段は自転車が高めで、次いでバスが高い。 

対策の方向性 

• ターミナル駅を持つバス停密度が高い地域では、バスの利

用促進キャンペーンなど、「①鉄道・バス利用への転換促

進」が有効です。 

• 一部の平坦な地域では、駅や商業施設への駐輪場の充実や

シェアサイクルポートの密度増などと併せて「②自転車利

用の転換促進」が候補となりえます。 

• 公共交通機関が限られる地域では、地域内の通勤、駅や習

い事送迎の短距離の車利用も発生しやすいため、「③自動

車利用の短距離化・相乗り化」が望まれます。 

• 自動車代表手段分担率が高いことから「④地域全体の自動

車利用抑制」の取組みを子供から大人まで幅広い世代を対

象に浸透させることが望まれます。 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔多摩部（南多摩）における指標値の状況〕（再掲） 

徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

八王子市 1 2 2 3 3 4 2 6 6 2 2 1 1 3 3 3

町田市 3 2 3 3 3 1 3 6 6 2 2 2 3 2 3 3

日野市 3 3 3 3 3 4 5 4 4 3 4 2 3 3 4 3

多摩市 1 3 2 3 3 3 6 7 6 2 2 2 1 2 2 3

稲城市 7 3 3 3 3 3 5 2 3 2 2 3 2 3 4 3

福生市 4 2 2 3 2 7 2 1 6 4 4 3 6 4 3 3

羽村市 2 1 1 3 2 7 5 1 5 4 6 1 1 3 6 2

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標
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（７） 多摩部（西多摩）における対策の方向性（かっこ内の数値は指標値を示す） 

車利用の課題 

• 代表交通手段において車依存度が高く（概ね１）、移動の

主体は車 

• 平日の混雑は少ないが休日は局地的に混雑が発生 

交通インフラ 

• 鉄道駅密度・バス停密度は低い（2 以下） 

• 地形は勾配の大きい地域が多い（概ね 2 以下） 

• 駐輪場は一部の地域を除き少ない（１～４） 

• シェアサイクルポートは設置されていない（１） 

交通需要 

• 代表交通手段は、自転車は低く（３以下）、バスは檜原村

を除き低い（2 以下） 

• 駅端末交通手段は、自転車は高い地域（４～７）と、低い

地域（１）に分かれる。 

• 駅端末のバスは、一部の地域で利用されている。 

対策の方向性 

• 勾配の大きい地域もありますが、駅端末自転車分担率が高

い地域もあり、駅端末においては「②自転車利用への転換

促進」を実施できる地域があります。 

• 他の手段への転換が難しい地域においては、同一隣接地点

間での相乗りなど「③自動車利用の短距離化・相乗り化」

をそれぞれの利用パターンに応じて行うことが望まれま

す。 

• 車への依存度が高いため、「④地域全体の自動車利用抑

制」の取組みを子供から大人まで幅広い世代を対象に浸透

させることが望まれます。 

 

 

 

 

 

  

〔参照を推奨する対策メニュー例〕 

〔多摩部（西多摩）における指標値の状況〕（再掲） 

＊データがないため１とした 

 

徒歩

市区町村名
平均 / 自動
車利用時間

（分）

代表自動車
分担率
（％）

駅端末自動
車分担率
（％）

駅密度
（駅／㎢）

代表鉄道
分担率
（％）

鉄道地域内
利用率

（内々性）
（％）

バス停密度
停／㎢

代表バス
分担率
（％）

駅端末バス
分担率
（％）

平均勾配
（度）

駐輪場台数
（台/百人）

シェアサイク

ルポート密度

（ポート／㎢）

平均 / 自転
車利用時間

（分）

代表自転車
分担率
（％）

駅端末自転
車分担率
（％）

駅端末徒歩
分担率（％）

瑞穂町 7 1 2 2 1 7 2 1 1 3 2 1 7 3 7 1

青梅市 2 1 2 2 1 7 1 1 3 1 3 1 3 2 4 3

あきる野市 2 1 1 2 1 7 1 1 3 2 4 1 3 3 7 2

日の出町 7 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1 1

檜原村 2 2 1 1 1 1 1 7 1 1 1 1 1 2 1 1

奥多摩町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4

自動車関連指標 鉄道関連指標 バス関連指標 自転車関連指標

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊＊
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Ⅲ―２ 自動車利用抑制策 

 対策①から対策④について具体的な対策方法をお示しするため、以下の〔各対

策における対策メニュー例一覧〕のとおり対策メニュー例をご紹介します。 

各メニューは、既存事例などを参考に、交通課題等を踏まえて実施する内容を

わかりやすく例示したものです。あくまでも取組例として参考としていただけ

るよう記載したものであるため、実施に当たっては各区市町村における地域特

性などを踏まえ、取組内容についてご検討ください。 

 各メニューにおいて、類似する既存の取組み例がある場合には、実際の取組事

例についても併せてご紹介しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔各対策における対策メニュー例一覧〕 

〔対策メニュー例・対策事例に関するページ構成〕 
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（１） 自動車利用抑制対策①【鉄道・バス利用への転換促進】 

 公共交通機関の利用環境がある程度充実している地域においては、まず公共交通機関へ

の転換促進による自動車利用の削減を図ります。 

 

 

項 目 内 容 

地域の 

主な交通特性 

• 鉄道・バスの利便性が高い地域 

 鉄道駅密度が比較的高い 

 バス停密度が比較的高い 

• 自動車が一定程度利用されている地域 

 自動車代表分担率が一定程度ある 

 駅端末の自動車分担率が一定程度ある 

地域の 

交通課題（例） 

• 平日の朝夕などに駅への車の送り迎えで渋滞が発生 

 キス＆ライド、パーク＆ライド利用の多い駅 

• 休日の商業施設・レジャー施設への駐車待ち行列で渋滞が発生 

 自動車集中地区（商業地、大規模商業施設） 

 自動車集中地区（レジャー、スタジアム関連施設） 

対策の視点 

• 自動車利用のデメリット、公共交通機関のメリット等の周知 

• 地域内の公共交通機関等の再周知 

• 利用促進キャンペーン 

• インセンティブの付与 等 

対策の方向性 

• 自動車利用によるデメリットや公共交通機関利用のメリットに関

する気付きを与える広報を行い、自動車利用抑制の動機づけを実

施 

• バスマップ等、利用促進資料の配布 

• バスマップのサイネージ等を利用したデジタル閲覧環境の整備 

• 利用促進キャンペーン等を実施し、キャンペーン期間中に乗車体

験機会付与等によるバス利用のきっかけづくり 等 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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（２） 自動車利用抑制対策② 【自転車利用への転換促進】 

 地形が平坦で自転車利用環境がある程度充実している地域においては、自転車利用への

転換促進による自動車利用の削減を図ります。 

 

項 目 内 容 

地域の 

主な交通特性 

• 自転車利用の利便性の高い地域 

 地形が平坦である 

• 自転車インフラが充実している地域 

 駅周辺の駐輪場が充実している 

 シェアサイクルのポート密度が高い 

• 自動車が一定程度利用されている地域 

  自動車代表利用率が一定程度ある 

  駅端末の自動車利用率が一定程度ある 

地域の 

交通課題（例） 

• 平日に通勤や業務等に起因する車両による渋滞が起きており、自

動車の利便性が低下している。 

• 休日に観光・レジャー施設を訪れる車両による渋滞等が発生して

いる。 

 エリア別の混雑状況で旅行速度が低速 

• （自転車利用のポテンシャルを有しながら）自転車の利用率が低

い 

 代表交通手段分担率（自転車）が低い 

対策の視点 

• 公共交通機関と自転車の連携の強化 

• 通勤、業務に車を利用している企業への働きかけ 

• Maas 事業者、シェアサイクル事業者との連携 

• インセンティブの付与 等 

対策の方向性 

• 鉄道・バス等と自転車の連携を強化し、最寄り駅までの自動車利

用を削減 

• 通勤や業務等で自動車の利用が多い企業に働きかけを行い、優れ

た取組みを表彰 

• 観光・レジャーによる自動車利用に MaaS 事業者等と連携しシェ

アサイクル利用を促進 

• シェアサイクルポートのさらなる整備 等 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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（３） 自動車利用抑制対策③【自動車利用の短距離化・相乗り化】 

自動車依存度が高く、他の手段への転換が難しい地域においては、自動車利用の短距離

化・相乗り化により自動車利用の削減を図ります。 

 

 

項 目 内 容 

地域の 

主な交通特性 

• 車依存度が高い地域 

 自動車代表利用率が高い 

 駅端末の自動車利用率が高い 

• 鉄道及びバスのサービス水準が限定されている地域 

 鉄道駅、バス停密度が低い 

• 自転車利用の利便性が低い地域 

 地形が急である 

地域の 

交通課題（例） 

• 自動車利用への依存度が高く、通勤、帰宅も特定時間に集中して

いる 

• 日常生活の移動も車が中心で、一人乗りも多い 

• 運転が出来ない年代者（幼児・生徒、高齢者）の車送迎機会も多い 

対策の視点 

• 送迎距離の短距離化や相乗りしやすい環境の整備 

• 環境負荷が特に高い乗車人員 1 名の車に対して乗合いマッチング

支援、就業先での運用協力等への働きかけで相乗り促進 等 

対策の方向性 

• オンデマンドバス、乗合タクシーなどの運行 

• マッチングシステムを活用した相乗り促進 

• 乗合促進となるクーポンの発行 等 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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（４） 自動車利用抑制対策④【地域全体の自動車利用抑制策】 

 

 ①～③の施策に加え、環境に優しく自動車利用に依存しない生活を働きかけるなど、地

域全体で自動車利用の抑制に関する取組みを進め、自動車利用の抑制を図ります。 

 

 

項 目 内 容 

対策の方向性 

• 地域における通勤交通のモビリティ・マネジメント 

• インターネット、ＳＮＳ等を通じた普及啓発活動 

• 自動車利用に依存しない生活を実践した住民・企業への表彰制度 

• 学校教育を通じた児童等への自動車利用抑制に関する普及啓発 

等 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 
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※こちらに記載のある対策メニュー例はあくまで例です。これ以外の対策についても、「区市町村と
の連携による環境政策加速化事業」事業方針（５）自動車利用の抑制推進事業に沿った事業であれ
ば補助金の交付が可能です。補助金交付の可否については、個別の事業ごとにご相談ください。 


